
令和４年度当初予算

4,961

合　　　　　計 28,916

（単位：千円）

仕事・暮らしの
ＤＸの推進

地域社会の
ＤＸの推進

行政のＤＸの推進

ＤＸ推進を支える基盤
づくり

「広島県ＤＸ推進コミュニティ」を通じて県内企業・事業者，教育機関
等のＤＸ推進を支援する。
○　理解・実践意識の醸成
  ・みんなのＤＸ研修（民間企業・県・市町）
  ・経営者層向け研修
　・ＤＸ事例研究会（セミナー，座談会）
　・広島の未来を語る100人（有識者や経営者等へのインタビュー）
　・情報発信（ホームページ，講演等）
○　市町におけるＤＸの推進
　・個別案件への相談対応や助言，審議会等への参画など
○　各分野におけるＤＸの推進
　・各局と連携した事業検討・事業執行，勉強会の実施など

内　　　　容 要求額

23,955

○　人材育成
　・みんなのＤＸ研修（民間企業・県・市町）【再掲】
　・経営者層向け研修【再掲】
　・ＤＸ実態調査　等
○　データ利活用
　・データを活用できる力を身に着ける研修　等

査定結果

要求どおり

0 28,916

0 0 0 0 0 0 0 30,214

0 0 0 0 0 0

県債 一般財源

0 0 0 0 0 0 0 28,916

成果目標

○ 事業目標  ：ＤＸ認知度 （R2実績）19.3％　（R4目標）60.0％　（R5目標）84.0％

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入

　事業内容

支出科目 款：総務費　  項：企画費  　目：企画総務費　　　　　　
担当課 デジタルトランスフォーメーション推進チーム

事業名 広島県デジタルトランスフォーメーション推進事業（単県）

目　的

　デジタル技術を活用して，様々な社会課題の解決と経済発展の双方の実現を図るデジタルトランスフォーメーション
（ＤＸ）を「仕事・暮らしのＤＸ」,「地域社会のＤＸ」,「行政のＤＸ」の３つの柱で進めるとともに，それらを支え
る基盤として，人材育成とデータ利活用の推進に取り組む。
※デジタルトランスフォーメーション：2004年にスウェーデンのストルターマン教授が提唱した「ＩＴの浸透が，人々
の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる」という概念。ＤＸと表記。

事業説明

　対象者

　県民，市町，企業，団体等

査　定　額

要　求　額

前 年 度
当 初 予 算 額

事 業 費

28,916

28,916

30,214



令和４年度当初予算

　　　　　　　　　　デジタル田園都市国家構想推進交付金（10,675千円）

要 求 額

前 年 度
当 初 予 算 額

事 業 費

21,351

0

諸収入

21,351 0 0 0 0 0 0 0査 定 額

成果目標

※国庫支出金のうち，新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（10,676千円）

○ 事業目標  ：いつでもどこでも簡単に電子申請を実現するための環境の構築
　　　　　　　（「広島県行政デジタル化推進アクションプラン」に掲げた令和４年度目標）

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳

0 0

県債
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 一般財源

21,351

　事業内容

支出科目 款：総務費　  項：企画費  　目：企画総務費　　　　　　
担当課 デジタル県庁推進担当

事業名 電子申請システム電子納付機能拡張等事業（国庫）【新規】

目　的

　「広島県行政デジタル化推進アクションプラン」に基づき，県民・事業者が必要な行政手続について，時間や場所に
かかわらず，いつでもどこでも誰でも簡単に，パソコンやスマートフォンを利用して，申請から手数料などの支払いま
でオンラインで行えるよう，必要な環境整備を実施する。

事業説明

　対象者

　県民・事業者等

査定結果

要求どおり

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

21,351 0 0 0

合　　 　　計 21,351

（単位：千円）

内　　　　容 要求額

問い合わせ自動応対機
能（ＡＩチャットボッ
ト）の追加

○　電子申請システムホームページ上に，入力方法や申請内容に関す
　る質問に24時間応対する「問い合わせ自動応対機能（ＡＩチャ
　ットボット）」を追加

12,265

手数料等の電子納付の
ための機能拡張改修

○　電子納付にあたり，クレジットカードやＱＲコードなど多様な決
　済手段に対応できるよう，電子申請システム，財務会計システムを
　改修

9,086
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合　　 　　計 22,858

○ 事業目標  ：デジタル技術の活用による事業者等の課題解決件数　（R4目標）　   31件
　　　　　　　 デジタル研究人材数　　　　　　　　　　　　　　　（R4目標） 　  50人
○ ワーク　　：57 企業等の研究開発の支援
○ ワーク目標：デジタル技術の活用による事業者等の課題解決件数  （R3～7累計）　166件

査定結果

0 0 0 0 0 22,858

0 0 0

事 業 費

22,858

成果目標

目　的

22,858

29,660

査 定 額

事業名 デジタル技術を活用した研究技術支援機能強化事業（単県）

要 求 額

要求額

6,947

○　研究員の技術支援機能のデジタル化
○　画像処理，AI技術等を用いた研究員の熟練技能のデジタル化
　・酒造工程における発酵制御技能
　・農作物の栽培技能
　・牛の生育支援技能
　・目視判定試験・評価の自動化
○　VR・AR技術を用いた公設試のバーチャル化
○　センター間ネットワークの構築

15,911

県債 一般財源

0 0

支出科目 款：総務費　  項：企画費　　  　目：研究開発費 　　　　　　
担当課 研究開発課

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入

研究員の熟練技
能のデジタル化
による技術支援
機能の強化

　総合技術研究所において，将来にかけて必要とされる技術を有する人材を継続的に育成し，県内中小企業及び農林水
産事業者（以下「事業者等」）が抱える技術的課題に対応する基盤技術を整備することにより，技術支援機能を強化す
る。

事業説明

　対象者

（単位：千円）

　総合技術研究所研究員，県内の企業や生産者等

内　　　容

デジタル技術を
活用できる人材
の育成

○　専門分野＋デジタル分野の技術を持つ総合技術研究所研究員の育成
　・外部講師による研修，コンサル等によりデジタル人材（研究員）を育成
○　デジタル技術を活用する事業者等，県職員のスキルアップの支援
　・デジタル機器やデジタル化した技術を用いたセミナー等により，事業者等
    や県職員のスキルアップを支援

区　　分

　事業内容

0 22,858

0 0 0 0 0 0 0 29,660

0 0 0

要求どおり

前 年 度
当 初 予 算 額
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0 0 0

査定結果

要求どおり

前 年 度
当 初 予 算 額

0 0 0 0 0 0

0 23,054

要　求　額 23,054 0 0 0 0 0

0

0 0 23,054

査　定　額 23,054 0 0 0

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

0 0

○ 有識者等による活用手法などの検討
　 第一駐車場等の県庁舎敷地利活用に係る市場調査等の実施
○ 敷地利活用に係る物件整理
　 測量調査等の実施
○ 先進事例調査

23,054

成果目標

○ 事業目標  ：市場調査や先進事例調査等を実施し，効果的な活用策を検討する。（R4目標）
　　　　　　　 測量調査等を実施し，敷地利活用のための物件を整える。（R4目標）

事業費　（単位：千円）

　対象者

　民間事業者，県民

　事業内容

（単位：千円）

内　　　　容 要求額

事業名 県庁舎敷地有効活用事業（単県）【新規】

目　的

　広島市中心部の再開発や街づくりが進む中で，県庁舎敷地の一層の有効活用を通じた，紙屋町周辺の賑わいを創出す
るための調査及び検討を行う。

事業説明

支出科目 款：総務費　　項：総務管理費　　目：財産管理費　　　
担当課 財産管理課



令和４年度当初予算

事業名 県有施設有効活用事業（単県）【新規】

支出科目 款：総務費　　項：総務管理費　　目：財産管理費　　　
担当課 財産管理課

　庁舎としての安全性を確保するため，元生涯学習センター（広島市東区，耐震性あり）を改修して，耐震性のない
税務庁舎に入居する西部県税事務所等を元生涯学習センターに移転する。

（単位：千円）

元生涯学習センター
改修等工事

目　的

　令和３年度末で防災拠点機能を有する県庁舎の耐震化が終了するため，防災拠点庁舎の耐震化後に,安全性確保の検
討に速やかに着手することとしていた税務庁舎について，耐震性を有する未利用施設を活用することにより，資産の有
効活用を図りつつ，多くの県民が利用する庁舎としての安全性を確保する。

事業説明

　対象者

　県民，来庁者，県職員

　事業内容

内　　　　容

○　長期間未利用だった元生涯学習センターについて，内装リフ
　レッシュ，電気幹線，空調，トイレ，エレベーター等設備，屋
　上防水・外壁，駐車場等外構などの改修に係る実施設計を行う。
　【元生涯学習Ｃ概略】
　　所　　在：広島市東区光町２丁目
　　建 築 日:昭和57年８月（築39年）＜新耐震基準により建築＞
　　構　　造：鉄筋コンクリート造４階
　　建築面積：1,388.47㎡
　　延床面積：4,153.10㎡

○　移転に伴う南館及び農林庁舎から税務庁舎への電気幹線の
　切り離し工事に係る実施設計等を行う。

一般財源

成果目標

○ 事業目標  ：西部県税事務所の耐震性確保及び未利用施設の活用（R4目標）
　　　　　　　 （元生涯学習Ｃ等の改修等に係る実施設計）

事業費　（単位：千円）

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債

0 0 49,700 1,395

要　求　額 51,095 0 0 0 0

査　定　額 51,095 0 0 0 0

要求どおり

0 0 49,700 1,395

前 年 度
当 初 予 算 額

0 0 0 0 0 0 0 0 0

査定結果

合　　 　　計 51,095

9,095

42,000

要求額



令和４年度当初予算

査定結果

0

要求どおり

0 0 20,200 70

前 年 度
当 初 予 算 額

0 0 0 0 0 0 0 0 0

要　求　額 20,270 0 0 0

0 0 0 20,200 70査　定　額 20,270 0 0 0

成果目標

○ 事業目標  ：防災拠点となる県庁舎を繋ぐ渡り廊下の耐震化（Ｒ４目標）
　　　　　　 　（耐震診断及び実施設計）

事業費　（単位：千円）

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

　南海トラフ巨大地震及び五日市断層地震など地震発生時に応急対応等の司令塔となる庁舎間をつなぐ本館－北館及
び議事堂－北館の渡り廊下の耐震診断等を行う。

（単位：千円）

内　　　　容 要求額

渡り廊下耐震改修工事

○　渡り廊下（本館⇔北館，北館⇔議事堂）について，耐震診断
　を実施し，その結果を踏まえた適切な工法による耐震改修工事
　に係る実施設計を行う。
　【渡り廊下の設置時期】
　　昭和45年（1970年）10月の北館竣工時に設置（耐震性未確認）
　　＜築51年（R4.1現在）＞

20,270

　事業内容

支出科目 款：総務費　　  項：総務管理費  　目：財産管理費　　　　
担当課 財産管理課

事業名 県庁舎附帯施設耐震化事業（単県）【新規】

目　的

　大規模災害発生時における防災拠点庁舎間の円滑な業務連携を確保し，速やかな初動応急対応に資するため，防災拠
点庁舎を繋ぐ渡り廊下（本館⇔北館，北館⇔議事堂）の安全性を確保する。

事業説明

　対象者

　県民，来庁者，県職員
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査定結果

要求どおり

82,500 34,004

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

県債 一般財源

0 0 0 0 0 0 82,500 34,004

成果目標

○ 事業目標  ：建物の安全対策及び耐震補強に係る実施設計を進め，安全対策工事等の所要額を算出する。
 　　　　　　　文化財指定に向けた，建築物の価値の調査や建物の管理・活用策の検討を進め，結果をとりま
　　　　　　　 とめる。

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入

　事業内容

支出科目 款：総務費　　項：総務管理費　　目：財産管理費　　　
担当課 経営企画チーム

事業名 旧広島陸軍被服支廠安全対策等事業（単県）

目　的

　旧広島陸軍被服支廠の安全対策を進めるとともに，並行して文化財指定に向け，建築物の価値についての調査や建物
の管理・活用の方向性の検討を行う。

事業説明

　対象者

　県民

査　定　額

要　求　額

前 年 度
当 初 予 算 額

事 業 費

116,504

116,504

0

　令和２年度に実施した建物安全対策詳細検討業務の結果等を基に，建物の安全対策と耐震補強に係る実施設計を行う
とともに，将来的な文化財の指定の可能性を探るための建築物の価値についての調査，建物の管理・活用の方向性等の
検討を行う。

内　　　容 要求額

建物の安全対策と耐震補強
○　耐震性を確保しつつ，内部見学などの利用が可能となる，
　安全対策と最小限の利活用を同時に実現する内容の実施設計
　（期間：Ｒ３～Ｒ４　※債務負担行為に基づく事業の２年度目）

82,309

（単位：千円）

文化財指定に向けた調査・検討

○　文化財指定に向けて，建築物の価値について調査
　（期間：Ｒ３～Ｒ４　※債務負担行為に基づく事業の２年度目）

19,954

○　有識者等による検討組織を設置し，保存活用計画の策定に
　向けた建物の管理・活用策について検討
　（期間：Ｒ３～Ｒ４　※債務負担行為に基づく事業の２年度目）

12,000

事業執行，連絡調整等に係る
事務費

○　報償費・旅費等 2,241

合　　 　　計 116,504
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0
0

0
0
3,000,000

0
0
0

0 0 0 0 0
0 0 0 0 2,276,9112,276,911

3,000,000
0

3,000,000
0

3,000,000
0

0
0

0
0

0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

（単位：千円）

1　広島県土地造成
 　事業等債務処理
 　基金への積立

査定結果

【広島県土地造成事業等債務処理基金積立計画】

成果目標

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳

 土地造成事業会計及び港湾特別整備事業費特別会計（臨海土地造成事業）における資金不足に対応するため，計画的
な基金積立及び資金不足に対応した一般会計からの支援を行うことにより，想定される負担を平準化し，債務処理を
着実に進める。

要求額

3,000,000

2,276,911

内　　　　　　容

　土地造成事業会計及び港湾特別整備事業費特別会計（臨海土地造成事
業）における今後の資金不足に対応するため，「広島県土地造成事業等
債務処理基金」への積立を行う。

　令和4年度から，土地造成事業会計において資金不足が見込まれている
ため，「広島県土地造成事業等債務処理基金」を財源として，一般会計
から土地造成事業会計への支援を行う。

2　土地造成事業
　 会計への支援
　【新規】

査 定 額

事業費

積立金
支援金

0
0

0
0

要求どおり

一般財源財産収入 繰入金 諸収入
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

0

県債

要 求 額

前 年 度
当初予算額

積立金
支援金

0
0
0

0
2,276,911

積立金
支援金

3,000,000
2,276,911
3,000,000

　事業内容

支出科目
款：総務費　  項：総務管理費  　目：財産管理費　　　　
款：土木費　  項：土木管理費　  目：開発費 　　　　　　

担当課 財政課

事業名 広島県土地造成事業等債務処理事業（単県）【一部新規】

目　的

　土地造成事業会計及び港湾特別整備事業費特別会計（臨海土地造成事業）においては，バブル経済崩壊以降の地価
の下落に伴い，造成原価を下回る価格で分譲地を売却せざるを得なかったことなどにより経営状況が悪化したため，
長期間にわたり，企業債の償還等に必要な資金が不足する見込みとなっている。
　このため，想定される負担を平準化し，計画的に債務処理を進めるため，「広島県土地造成事業等債務処理基金」
への積立及び資金不足に対応した一般会計からの支援を行う。

事業説明

（単位：億円）

R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 計

- - - ▲ 23 ▲ 56 ▲ 55 ▲ 1 ▲ 18 ▲ 4 ▲ 12 ▲ 1 ▲ 7 ▲ 14 ▲ 65 ▲ 85 ▲ 6 ▲ 346

土地造成事業会計 - - - ▲ 23 ▲ 56 ▲ 55 ▲ 1 ▲ 18 ▲ 4 ▲ 12 ▲ 1 ▲ 7 ▲ 4 - - - ▲ 180

港湾特会（臨海土地） - - - - - - - - - - - - ▲ 10 ▲ 65 ▲ 85 ▲ 6 ▲ 166

30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 16 - - - - 346

30 60 90 97 71 46 75 87 114 132 161 170 156 91 6 0 -

※億円未満を四捨五入しているため，合計額が一致しないことがある。

区　分

土地造成事業会計及び港湾特別整
備事業費特別会計（臨海土地造成
事業）における各年度の資金不足
見込額（＝基金取崩見込額）

基金への積立見込額

年度末基金残高
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